
                        令和７年１０月７日  

 

 長岡京市議会 

  議長 白 石 多津子 様 

 

文教厚生常任委員会 

                      委員長 小 原 明 大 

 

 

行 政 視 察 の 実 施 に つ い て （報 告） 

 

 先般実施しました当委員会の行政視察について、所感を添え下記のとおり報

告します。 

 

記 

 

１．日 時  令和７年５月８日（木）～５月９日（金） 

 

２．視 察 先 愛知県春日井市（５月８日 午後１時２７分から午後３時０５分） 

            愛知県豊田市（５月９日 午前１０時２９分から午後０時０４分） 

 

３．視 察 者 委 員 長  小 原 明 大 

副委員長  宮小路 康 文 

       委  員  中 村 亮 太  中 村   歩 

  石 井 啓 子  中小路 貴 司 

上 村 真 造   

                  

４．視察内容（詳細については別紙のとおり） 

    『愛知県春日井市』 

１．ヤングケアラー支援事業について 

  ①モデル事業など、市で実施された各種施策の詳細について 

  ②取り組みの重点と苦労した点について 

  ③成果と課題について 

  ④モデル事業実施期間終了後の展開について 

 

『愛知県豊田市』 

１．こども発達センターについて 

  ①施設と事業の概要と沿革について 

  ②診療所機能と児童発達支援センター機能の連携について 

  ③圏域における「中核的な役割を担う機関」としての取り組みについ 

   て 

  ④今後の展開について 

 

５．所 感   別紙のとおり 



愛知県春日井市（５月８日） 

 

【視察内容】 

春日井市では愛知県のモデル事業に応募され、令和４年から６年までの間、

様々なヤングケアラー支援事業を展開された。モデル事業では、ヤングケアラ

ー本人や周囲の支援者の方から話を聞いて子どもの困りごとを把握し、必要な

福祉サービスにつないでいくヤングケアラーコーディネーターが軸となり、多

機関へ支援を展開していく仕組みを構築されている。ヤングケアラーコーディ

ネーターの主な活動内容は研修の運営、研修の講師のほか、関係各会議などへ

の参加、学校関係との連携、事業企画、個別のケース対応など多岐にわたって

おり、関係会議等への出席は顔つなぎの役割も含まれているとのことである。 

モデル事業では「知る」「見つけて支援する」「寄り添う」「相談する」の４つ

の切り口から支援を展開されており、春日井市ではこのうち、特に「知る」に

重点を置いて多様な啓発活動を実施された。 

まず、「知る」分野では、子供がオンラインの設問に回答することでヤングケ

アラーのセルフチェックができるサイトを開設された。チェックサイトは小学

生向け・中学生向け・高校生向けの３種類のフォームが作成され、まずは小・

中・高校生に一人一度ずつ使用してもらうことで匿名のアンケートとしても活

用されている。匿名のため個人の特定には至っていないが、ケアを担っている

と回答した児童・生徒の数や、支援が必要と判断された児童・生徒の数を把握

することで実態把握にもつながっているとのことである。現在は市ホームペー

ジに一般公開され、だれでも利用可能となっている。ほかにも啓発パンフレッ

トの作製・配布や市広報への特集記事掲載、市内高校への講話や啓発動画の作

成・公開、エッセイコンテストの開催など、多岐にわたって支援事業を展開さ

れている。 

次に、「寄り添う」分野では、ヤングケアラーの子どもが担う家事の時間的や

心理的な負担を軽減することを目的に、子どもの家事能力を引き上げる「エン

パワメント家事支援」を実施されている。モデル事業実施期間中の利用実績は

令和６年度の１件のみで、利用数はあまり多くなかったとのことであるが、ヤ

ングケアラーがやりたいことをする時間が確保できるなど、満足度の高い取組

となっている。また、高校生のヤングケアラーを対象に、ピアサポーターを交

えて悩み合を話し合える場を提供するコミュニティサロンも開催された。高校

の各教室にチラシを張り出すなど、積極的な啓発を行っているものの、なかな

か応募にはつながらなかったとのことであり、ケアラー同士の交流の困難さが

うかがえる。 

ほかにも「見つけて支援する」分野では、市内の高校へ訪問して養護教諭等

と情報共有を行い、関わり方を検討するなどの取組も実施されている。春日井

市ではヤングケアラー情報の把握経路は高校からの連絡が最も多くなっており、

これらの高校への取組を通じて、普段は組織の異なる県立の高校教員や県の教

育委員会などと連携できたことはヤングケアラーの把握・支援に効果的なもの

となっている。 

春日井市では今後、記名式のアンケート実施を目指されており、これにより

今まで以上に負担や困り感を抱えている子どもが把握できるようになると考え

られている。一方で、悩みを抱えている子どもを把握したときに何ができるの



か、子どもが「実際にＳＯＳを出しても行政は何もしてくれないんじゃないか」

という思いにならないように、今以上に他市の関係機関と連携をしていく必要

性や、いろいろな関係機関に研修などで顔を出して顔をつないでいくことが重

要だと考えておられるとのことである。 

 

【所感】 

対象者の把握も、実際の支援も手探りともいえる課題に果敢にチャレンジさ

れている姿勢に感銘を受けた。その中で、「顔をつないでいく」「普段は組織の

異なる機関との連携」などの重要性を感じた。諸機関や主体が有機的につなが

ることが、対象者の把握や具体的な支援の可能性を広げていく。連携するには

旗振り役が必要であり、コーディネーターの存在は大きい。また、実際に支援

に踏み出すためにも、対象者に届けられる支援メニューの確立も重要と感じた。 



愛知県豊田市（５月９日） 

 

【視察内容】 

豊田市こども発達センターは障がいのある方に特化した、豊田市福祉事業団

の児童事業部門である。平成６年（１９９４年）に設立された事業団は、法人

化されているものの設立母体は豊田市であり、市の指定管理を受けて運営され

ている。発達センターは西三河北部地域における福祉圏域である豊田市とみよ

し市の地域療育システムの中核施設として、当時生まれてくる子どもの２パー

セントの利用を想定して平成８年（１９９６年）に開設された。 

 発達センターは大きく診療部門、相談・外来療育部門、通園部門の３つの部

門で構成されており、１９職種１３０人以上の専門性を持つ職員により発達支

援、家族支援、地域支援を展開している。 

 まず、診療部門であるのぞみ診療所では常勤医師による児童精神科、小児神

経科、小児整形外科、小児歯科のほかに非常勤医師による耳鼻咽喉科・泌尿器

科を設置され、さまざまな医療ニーズに対応されているほか、地域の医師会、

基幹病院と役割を分担して健やかな育ちを支える地域医療システムの整備も推

進されている。また、理学、作業、言語聴覚、心理の専門職種による個別療法

の結果、栄養士の栄養相談を実施されている。 

 のぞみ診療所はゼロ歳から１８歳までの利用が可能となっているが、近年の

医療的ケアを必要とする子どもの増加の影響を受け、令和６年度の利用人数か

ら計算すると、豊田市の子どもは６歳までに約１５％以上がのぞみ診療所を受

診しているほど高い受診率となっている。 

 次に、通園部門には外来療育グループが２つ、児童発達支援センターが３つ

ある。この児童発達支援センターはいわゆる一元化を行わず、障がい特性、環

境設定、支援内容に配慮するため、身体や手足の運動機能の発達に支援が必要

な、いわゆる重症心身障がい児が親子で通う施設である「たんぽぽ」、耳の聞こ

えに支援が必要な子や親への愛着面を育むための施設である「なのはな」、重度

の知的な遅れを伴う発達障がい、染色体異常症など、障がいを持つお子さんが

単独で通う「ひまわり」の３施設を運営されている。 

 児童発達支援センターの給食提供について、豊田市福祉事業団では、利用者

の方や職員にも給食を提供されているとのことである。野菜から仕入れ、発達

センター内の厨房で調理員が調理をされており、例えばペースト食だからと具

材を全部一緒にミルサーにかけるのではなく、食べ物の素材そのものの味や食

感を大切にし、メニューの見た目にも配慮して配膳されている。また、各施設

には管理栄養士が配置されており、お子さんの給食の摂取量、栄養バランス、

体重・身長の把握、御家族への調理実習など、食事に関する支援も行われてい

る。子供の年齢、摂食機能、健康状態に合わせて刻み食やペースト食、９種類

の形態の異なった食事を毎日提供されており、子どもの食事に悩む御家族や関

係者向けにレシピ集やリーフレットなども発行されている。実際に給食を食べ

ている職員からは、毎日手づくりで温かく、心のこもった給食を食べられる幸

せを感じているとのことである。 

 児童発達支援センターでは、利用児がのぞみ診療所を継続受診することで、

利用児の正確な医療の情報や養育の様子が相互に把握でき、児童発達支援と診

療、双方の支援や治療に役立てることが可能となっている。さらに、児童発達



支援の運営上必要となる嘱託医を、日頃から診療に関わるのぞみ診療所の医師

に委託できるため、利用者・職員双方の大きな安心感につながっているとのこ

とである。加えて、職員同士が連携することにより業務の中で専門性を確保で

きる強みも生まれるなど、診療所機能と児童発達支援センターを連携させるこ

とで多様な役割を果たされているとのことである。 

 

【所感】 

本市で設置する児童発達支援センターとは規模も運営主体も異なるとはいえ、

地域におけるセンターの役割と値打ちを実感することができた。全く同じこと

はできないが、本市においてもセンターが診療所と併設しているメリットを大

いに生かし、圏域における中核機能を果たし、圏域の子どもたちの成長を見届

けられる施設に発展するよう、行政としてのコーディネートやバックアップが

求められる。 


